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 研究要旨  
遠隔診療の更なる発展には、エビデンス蓄積の推進が必須だが、日本の国として十分な研究戦略が整理され

ていない。2018年度よりオンライン診療料など、遠隔診療への社会保障上の評価が推進されたが、今後も発

展を継続するにはエビデンスを更に大きく蓄積することが欠かせない。本研究では遠隔診療の形態分析、先

行研究のサーベイと有望研究の発見、対象とすべき診療行為の網羅的調査、研究手法のモデル化、有望な研

究対象調査などを実施して、多くのフェースシートを作成した。遠隔診療を分析して、推進策立案するため

の視点や尺度に関する知識が構築された。 

    

 Ａ．研究目的        

１． 背景 
遠隔診療は、平成30年度のオンライン診療料の

保険収載およびオンライン診療の適切な実施に関

する指針の発行により、大きく制度（社会的環

境）が発展した。一方で診療報酬への収載状況や

施設基準等、実務上の制度の詳細が十分に整った

とは言えない。診療ガイドラインなどの整備も不

十分である。オンライン診療料収載は最初の一歩

であり、多くの診療行為で診療報酬化や診療ガイ

ドライン作りが進むことが遠隔診療の推進策とな

る。 

診療ガイドライン作成と診療報酬化のいずれ

も、遠隔診療の手法開発、臨床研究による実証を

必要とする。ところが遠隔診療の臨床研究手法

は、通常の臨床研究と異なる特性があり、研究デ

ザインも実施も困難が伴う。それにも関わらず遠

隔診療の特性は検討、整理されない状態が続いて

いる。 

遠隔診療の全体像や特性を見通す研究は希であ

り、論点整理さえ進んでいない。遠隔診療は指

導・管理手法であり、医薬品や診断・治療機器の

評価と異なる臨床研究手法が必須であることも十

分には認識されていない。通常の研究手法が有効

でないケースが多く、エビデンスの蓄積も十分蓄

積ではない。また個別対象に限られた研究が多

く、全体像を見通す社会医学上の研究が皆無だっ

た。それら要因により、遠隔診療の推進方策の検

討は十分とは考えられない。 

平成30年度のオンライン診療料やオンライン医

学管理料が保険収載された対象は生活習慣病指導

管理料（高血圧や糖尿病の管理）、特定疾患療養

管理料、小児科療養指導料、てんかん指導料、難

病外来指導管理料、糖尿病透析予防指導管理料、

地域包括診療料、認知症地域包括診療料などの患

者である。遠隔モニタリング加算として、新たに

睡眠時無呼吸症候群の持続式陽圧呼吸療法と在宅

酸素療法が加わり、心臓ペースメーカーのモニタ

リングと並ぶ新規の保険収載となった。医師法20

条の解釈を実務的内容とした「オンライン診療の

適切な実施に関する指針」も制定され、平成31年

1月から第一回目の見直しが始まった。新制度と

して順調に検討が継続している。 

しかしながら遠隔診療全般の視座作りは十分で

はなく、推進策の検討は引き続き重要課題であ

る。ただし一連の新規施策によりエビデンス収

集、研究の対象が大きく変化したことを十分に考

慮すべきである。上記管理料で扱う治療手法のエ

ビデンスが十分揃ったとは考えにくいが、一方で

従来からの研究対象である高血圧や糖尿病、呼吸

器疾患など慢性疾患などへの基礎的制度整備は、

本改定により研究対象から外れた。1997年12月の

厚生省健政局通知に始まる遠隔診療の制度確立、

研究推進の動きが大きな転換期を迎えた。 

改めて遠隔診療への観点の整理が欠かせなくな
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った。そのための先行研究の蓄積として、本研究

に直接先行する厚生労働科学研究や厚生労働行政

推進調査[1,2,3,4] による遠隔診療の実態、原

理、評価尺度等の情報が蓄積されている。これを

活用して、遠隔診療を考える系統的観点を整理す

ることを本研究の目的とする。 

本研究班では、遠隔診療の特性として、臨床手

法・患者所在地の医療提供状況・患者の病状の三

報告に関する詳細なケース分類や層別化による

「個別対象の分類」が重要であることを研究第一

年目に見いだした。その分類毎に、遠隔診療推進

の目標は異なる。一見して類似分類でも、推進策

が異なることは珍しくない。不適切な推進策によ

る発展遅れの問題の深刻さを認識して、適切な方

策に方向転換することが望まれる。 

2年計画の最終年の研究として、基礎知識、基

本手法などの原理に関する知識を整理した、重要

な評価視点確立への道筋を作った。 

 

２． 研究目的 
遠隔診療の全般状況を再検討して、全体の展望

を構築し直す。遠隔医療の定義、原理などの情報

を再整備する。原理に立ち返った検討により、評

価手法を整理する。今後、多くの遠隔医療従事者

がエビデンスを示すための基礎的知識を作る。 

 

Ｂ．研究手法 
 

研究方針検討なので、臨床情報収集などの研究

デザインは適用せず、机上の検討と考察および研

究分担者や協力者などの有識者ヒヤリングを行う。 

 

（倫理面への配慮）   

患者情報は扱わない。 

   

Ｃ．研究結果 

1．研究結果 
昨年度よりの検討を継続して、以下の基本的な

知識や情報を整理した。 

 

(1) 遠隔診療の基礎情報の整理 

遠隔診療の概観として、定義、手法一覧、適用地

域や対象、運用形態、遠隔診療の原理や効果と有効

性、遠隔診療の実施状況と制度への共通認識の素

材である。 

 

(2) 遠隔診療の基本手法 

① 対面診療、オンライン診療、モニタリング療法、

デジタル療法、デバイス治療、実施対象（在宅、

難病、慢性疾患などの医療課題）を検討する。 

② 原理を考えるので、遠隔で可能な診断、初診へ

の適用の課題など、これまで明確な説明が無か

った課題も検討して、診療事例の分類の観点も

整理する。 

 

(3) 遠隔診療の評価手法の新方向 

遠隔診療の有効性は治療効果では測りきれない

ことが少なくない。医療技術評価と遠隔診療の関

係性の検討、遠隔診療の評価に有効な手法と考え

られる医療提供機能評価を検討する。また在宅医

療や難病等について評価を試みた。 

 

(4) 遠隔診療の有効性や経済評価のフレームワー

クの検討 

評価について、国際的な手法比較として、イギリ

スの HTAについて調査した。 

 

(5) オンライン診療従事者が習得すべき知識 

今後、様々な症例検討や臨床研究、教育、診療

ガイドラインが必要となり、多くの遠隔医療従事

者が取り組むことが必要になる。オンライン診療

の医学的特徴、研究手法や論文執筆、教育研修、

診療ガイドラインの作り方などを概観する。 

 

(6) 遠隔服薬指導の論点整理 

遠隔服薬指導に関する制度緩和の動きが続いて

いるが、現状では“薬の配送に伴う患者負担軽減”

のみに注目が集まっている。医学的・薬学的意義が

定まることで、遠隔服薬指導の潜在的可能性が開

かれる。しかし、問題の把握に至る情報は不足して

いる。現状の論点を整理する。 

 

(7) 医療計画と遠隔診療 

遠隔医療は医療計画の良いツールと期待される

が、現在は具体的な取り組みが少ない。医療計画

の中に遠隔診療を位置づけるための課題の検討を

行う。 

 

2．考察 
(1) 遠隔診療の現状 

本研究では遠隔診療の全体像を展望して、個別

の課題や対象を細分化して整理した。遠隔診療は

多様な側面を持ち、疾患別・患者個々の身体状態

/生活状態・地域医療体制別の描く状況があり、

その中も層別化された対象別に特性が異なる。ま

だ個別状況の洗い出しが進んでいないので、さら

に上位視点で整理した推進策まで立案できない。

つまり遠隔診療の推進策を考える環境は、整備開

始したばかりである。 

 

(2) 遠隔診療の実態に関する知識の整理 

遠隔診療の基本知識として形態や原理、基本手

法の整理が進んだ。初診への適用が望ましくない

なども考察して、文章化された。遠隔診療の価値

の大きなものは提供能力にあることも示した。ま

た期待されながら、明確でなかった医療計画との

関係も分析した。 

臨床医学には公衆衛生学など社会医学による社

会的視点の構築が重要である。遠隔診療も変わら

ないが、社会的研究に目が向けられなかった。本
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研究の成果により、関連学会などで、基盤的な社

会医学研究の重要性を示したい。 

一方で本研究は視点を示した段階であり、詳細

な知識構築に至っていない。社会医学的な研究の

継続が重要である。専門学会などに軸足を移し、

遠隔診療の推進基盤の整備が重要である。 
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